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障害者雇用及び雇用継続において
事業主が抱える課題の把握方法及び

提案型事業主支援の方法に関する研究

（調査研究報告書 No. 163） サマリー

【キーワード】

　障害者雇用の課題　支援ニーズ　研修プログラム　提案型事業主支援

【要約】

　本調査研究は、地域障害者職業センターの事業主援助業務の状況を踏まえ、障害者

雇用の課題を把握するためのツールを開発するとともに、個別の事業主のニーズ・課

題に応じて作成した研修プログラムを活用した事業主支援の試行を行うことを目的と

して実施した。

　その結果、事業主が地域障害者職業センターの障害者職業カウンセラー等の支援者

と相談しながら活用する「障害者雇用のためのサポートツール」等を作成した。また、

事業主の障害者雇用の意思決定と企業内で障害者雇用を支える人材の育成を図るため

の研修プログラムを活用した提案型事業主支援を試行し、効果を検証した。
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２　研究期間
　2019年度～2021年度

３　報告書の構成
　第１章　研究の背景・目的及び方法
　第２章　地域センターによる事業主支援の実施内容
　第３章　課題の把握方法（ツールの作成と活用）
　第４章　研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行
　第５章　まとめ
　巻末資料

４　調査研究の背景と目的
（1） 障害者雇用における提案型事業主支援の重要性
　障害者の雇用の促進等に関する法律の改正により、2016年４月から、雇用の分野における障
害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供が義務付けられ、また、2018年には精神障害者
の雇用義務化、2021年には法定雇用率が2.3％に引き上げられる等、障害者雇用に向けた事業
主の更なる取組が求められている。
　こうした中で、支援機関には、個別の事業主の支援ニーズ・課題を把握・共有した上で、改
善方策の検討・提案を行っていく提案型の事業主支援が求められてきている。

（2） 事業主支援における課題・ニーズの把握について
　事業主支援のプロセスについては、一般に、事業主の課題やニーズを把握し、これを事業主
と共有した上で、課題の改善方策を提案し、同意の得られた計画の実行を支援し、その効果を
検証し、必要であれば更なる改善方策を提案していくことがポイントと考えられる。
　しかし、事業主の課題やニーズを充足する上での課題の把握方法は必ずしも定まっておらず、
障害者雇用の課題については、企業と支援機関とで認識に様々なギャップがあることも確認さ
れているところである。
　事業主援助業務の円滑な実施のためには、事業主と支援機関が、障害者雇用に関する課題や
ニーズを互いにすり合わせていくプロセスが必要になる。支援機関は、相談に来所した事業主
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に対して、丁寧な面談等を通じて事業主のニーズを把握するとともに、事業主が訴える問題と
あわせて、その背景にあると考えられる課題も含めて事業主も納得した形で共有していくこと
が求められる。ここにおいて事業主の持つ課題を可視化し、事業主と支援機関の間で課題を共
有するためのツール（以下「ツール」という。）が必要になると考えられる。

（3） 課題の改善方策について
ア　事業主の障害者雇用の意思決定の支援
　地域障害者職業センター（以下「地域センター」という。）をはじめとする就労支援機関を
訪れる事業主の多くは、すでに障害者を雇用しよう（雇用しなければならない）と考えている
ことが多いと思われるが、その時点ではまだ障害者雇用に対する具体的なイメージを持ってい
ないことも多いと考えられる。障害者雇用を具体的に進めていくためには、支援者がそれらの
ニーズを顕在化、具体化させることにより、障害者雇用の意思決定を支援していくことが重要
となる。
イ　職場定着支援の充実
　事業主支援の最終的な目標は、それぞれの企業が自社の障害者の雇用・定着の課題に自立的
に取り組み、ナチュラルサポートができる力を備え、外からの支援を必要としない状態になる
こととされる。そのためには、職場内で障害者の就労支援を行う人材（以下「支援者社員」と
いう。）を育成することにより、事業所内の障害者の支援体制の構築・強化に向けた支援を実
施することが必要となる。しかしながら、現段階では、支援者社員育成のための研修の実施や、
その効果の把握、特にその成果が個人や組織にどう還元されたかについての検証が十分実施さ
れているとは言い難い。このため、支援者社員の人材育成のための研修の実施やその効果の検
証等に係る事業主支援の充実も重要な課題と考える。
ウ　より積極的な事業主支援の展開
　事業主の課題を把握し、そのニーズを充足するための支援を実施する過程において、障害者
雇用をしたいという漠然とした事業主のニーズが、より具体的なニーズへ変化したり、あるニー
ズが充足されたとき、新たなニーズが生じる場合もある。
　改善方策の実行である支援を通し、更なるニーズを引き出すような提案、ニーズの具体化を
図るような提案を行うことにより、積極的な事業主支援を展開することが可能となると考える。

（4） 調査研究の目的
　以上を踏まえ、本調査研究では、地域センターの提案型の事業主支援等での活用を意図し、
ツールを開発するとともに、個別の事業主のニーズ・課題に応じて作成した研修プログラムを
活用した提案型事業主支援の試行に取り組むこととした。

５　調査研究の方法 
（1） 地域センターに対するアンケート調査
　事業主援助業務の実施内容についてのアンケート調査を実施した。
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（2） ツールの作成
　（1）の調査及び既存のツールを踏まえて、事業主が抱える課題やニーズを抽出し、支援の専門
家や事業主へのヒアリング、地域センターの支援対象企業への試用等を経てツールを作成した。

（3） 研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行
　研修を通じて事業主の課題やニーズを把握し、対応する支援を行うことを目的とした研修プ
ログラムを開発、試行するとともに、実施結果についてのアンケートやヒアリングを通じて効
果を検証した。

６　調査研究の内容
（1） 地域センターの事業主援助業務について
　地域センターによる事業主援助業務の実施状況を把握するために、アンケート調査を実施し
た結果、下記のことが明らかとなった。
　①�　障害者等が特定されていない段階（雇用の拡大含む）の事業主支援は、特定の障害者の

採用（又は職場適応、職場復帰）に伴う支援より頻度は低いものの、ほとんどの地域セン
ターで実施されていた。

　②�　障害者が特定されていない段階（雇用の拡大含む）の事業主支援の、事業主にとっての
ねらいについては、「法定雇用率の達成」（96％）、「障害者の担当職務の検討」（92％）、「経
営者・社員の意識向上、経営者・社員への情報提供」（88％）が多かった。

　③�　障害者・患者が特定されていない段階（雇用の拡大含む）の事業主支援の方法では「社
員研修への協力（講師派遣、外部講師の活用を含む）」が最も多く、すべての地域センター
で実施されていた。

　④�　地域センターで支援したことがある研修の事業主にとってのねらいについては、「障害
者雇用に向けた経営層の理解促進」、「障害者雇用に向けた社内の理解促進」、「職場の雇用
管理ノウハウ、具体的接し方の理解、演習」、「雇用開発・職務創出」、「その他」の５つに
整理された。

（2） 地域センターの実態を踏まえたツールの作成について
　本調査研究では、上記地域センターにおけるアンケート調査結果等を踏まえて、ツールの作
成を行った。ツールの作成に当たっては、依然として０人雇用企業が多い実態を踏まえて、主
に地域センターでの活用を意図し、「これから障害者雇用に取り組む事業主や既に取り組んで
いる事業主」を対象に、「事業主が主体となって障害者雇用に向けた取組を検討していただく
中で、地域センターの障害者職業カウンセラー（以下「カウンセラー」という。）と相談しな
がら」活用するためのツールとして作成することとした。
ア　ツール作成のプロセス
①�　上記（1）のアンケート結果から、障害者雇用に関する事業主の課題、支援機関への期待

及び今後の事業主支援のあり方に関する自由意見等をクラスター分析することにより、事業
主の抱える課題の抽出を行うとともに、既存の資料等も参考としながら障害者雇用の課題を
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円滑に把握するためのツール（試作版）を作成した。
②�　障害者を支援する機関の専門家（中央障害者雇用情報センターの障害者雇用支援ネット

ワークコーディネーター、２地域センターの主任カウンセラー、全地域センターの事業主援
助業務担当者等）の意見を取り入れて修正を施した。

③�　事業主の視点として、地域センターにおいて事業主援助業務の対象となっている事業主と
の相談場面でツール（試作版）を試用してもらうことで、障害者雇用の取組の整理にどのよ
うに役立つかの確認を行い、さらに障害者の雇用実績のある企業２社の人事担当者の意見を
聞いて修正を加えた。

イ　作成したツール
ａ　障害者雇用のためのサポートツール
　障害者雇用を円滑に進めるためのヒントになるような７つのチェックポイントを「障害者雇
用のための取組チェックポイント一覧」としてまとめた。事業主の見やすさ等を考慮してＡ３
サイズ１枚（両面）とした。
ｂ　障害者雇用のためのサポートツール　チェックポイント別参考資料
　ａの７つの各チェックポイントについて、その背景等についてわかりやすく説明した冊子。
支援者がチェックポイントの背景やより詳しい内容を事業主に情報提供したり、事業主自身が
読むことで、より深い理解につなげることができるよう、関連するデータや調査結果、事例、
制度の概要等についてまとめた。

（3） 研修プログラムを活用した提案型事業主支援について
　（1）の調査結果等から、研修の実施は事業主支援の有効な方策と考えられることから、事業
主の課題解決の方策として、研修プログラムを活用した提案型事業主支援を試行することとし
た。本試行については、支援の内容として、大きく「事業主の障害者雇用の意思決定」及び「企
業内で障害者の一般雇用を支える人材の育成」の２つの課題に対応することを目的とした。
　「企業内で障害者の一般雇用を支える人材の育成」については、「認知行動療法の４つの技法

（地域センター等で活用されている認知再構成法（コラム法）、問題解決技法（技能訓練）、アサー
ショントレーニング並びにSST（Social Skills Training）（以下「SST」という。））を活用した
全般的なプログラム」と、４つの技法の１つであるSSTを活用し、より専門的な人材育成を
目指した「SSTを活用した人材育成プログラム」を実施した。また、「SSTを活用した人材育
成プログラム」については、「個々の企業を対象」としたものと、地域全体の支援力の向上と
地域ネットワークの構築を目指し「複数企業を対象」としたものを実施した（表）。
ア　事業主の障害者雇用の意思決定
　試行対象企業へのヒアリング等を通じて把握した課題は、主に、①特に身体障害以外の雇用
に消極的で障害特性の理解も不足していること、②障害者の担当職務の創出、③障害者雇用に
対する支援に関する情報不足の３点であった。これらの課題に対応した研修プログラムを作成、
試行するとともに、研修プログラムにおいて、短時間の雇用から、徐々に職務の幅を広げ、勤
務時間の延長を図っていくことを提案した。

調
査
研
究
報
告
書
No.163

22-01-395_004_No.163.indd   2122-01-395_004_No.163.indd   21 2022/03/11   15:36:342022/03/11   15:36:34



－22－

　アンケート等により研修プログラムの効果等の確認を行ったところ、研修を通じた情報提供
の中でも、特に障害に対する理解及び支援機関から得られるサポートについての理解を深める
ことは、障害者雇用に際して事業主が抱く不安の解消等につながり、障害者雇用への意欲を高
め、具体的な行動の検討を促す効果が期待できると考えられた。また、研修プログラムを通じ
て提案した支援機関を活用した「週10時間から始める障害者雇用」については、事業主の障害
者雇用の意思決定を促すことができたことから、課題の把握から解決方策の提示に至る提案型
の事業主支援の１つの有効な方策となる可能性があると考えられる。
イ　企業内で障害者雇用を支える人材の育成 Ⅰ
　障害者社員の職場定着に対する支援体制の強化のための支援者社員の人材育成を目的とし
て、地域センターで活用されている認知行動療法の４つの技法をもとに試作、試行した。
　試行対象企業へのヒアリング等を通じて把握した課題は、主に、①精神障害者及び発達障害
者に対する支援スキルの向上、②就職前に就労支援機関が実施した支援と就職後に支援者社員
が実施する支援の継続性、③支援者社員のメンタルヘルスの３点であった。
　これらの課題に対して、地域センター等で活用されている４つの技法により構成された研修
プログラムを実施した。
　研修プログラム実施後に、アンケート等で、その効果等について確認を行ったところ、研修
で提供した認知行動療法等についての情報やその演習は、支援者社員に一定程度の満足度を提
供したこと、研修で学んだ知識やスキルが、少なからず支援場面において活用できるものであっ
たことが伺えた。
　また、研修効果について、研修で学んだことに基づいて自らの行動が変化したかどうか等に
より評価したところ、職場での研修プログラムの活用について、現時点では、職場単位で研修
等に活用するには至っていなかったものの、９名中７名が近い将来、活用を予定していると回
答したことから、本研修の効果が確認されたと考える。
ウ　企業内で障害者雇用を支える人材の育成 Ⅱ
　コミュニケーションスキルの向上支援に有効とされるSSTを活用し、①１企業を対象とし
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表　研修を活用した提案型事業主支援の内容
把握した課題 研修のねらい 対象企業の属性 提供情報や活用理論等

事業主の障害者雇用の
意思決定

障害者雇用ニーズの顕在化・
具体化

関連する事業所を含め
た企業グループ

支援制度や支援機関に関す
る情報を含めた多様な情報
提供

企業内で障害者雇用を
支える人材の育成 Ⅰ

支援者社員として身に着け
る情報一般、地域のネット
ワークづくり

複数企業 認知行動療法の４技法

企業内で障害者雇用を
支える人材の育成 Ⅱ—Ⅰ

社内のより専門的な支援者
育成 個別企業 認知行動療法の４技法のう

ちのSST

企業内で障害者雇用を
支える人材の育成 Ⅱ—Ⅱ

地域の支援力の向上、地域
のネットワークづくり 複数企業 認知行動療法の４技法のう

ちのSST
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たプログラムと、②地域の支援力の向上等をめざした複数企業を対象としたプログラムの２パ
ターンの支援を実施した。
ａ　１企業を対象としたプログラム
　本プログラムの対象となった企業のニーズ及び課題は、「障害のある正社員にSSTを実施し、
キャリアマップに盛り込みたいが、どのように実施してよいか分からない」、また、「支援者社
員にSSTの運営・実施を任せることにより、支援者社員の人材育成を同時に行いたいが、そ
のスキルを有した社員がいない」というものであった。
　これらのニーズや課題に対応した演習を含んだ研修プログラムを支援者社員と障害者社員に
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ズを受けて実施した。その際、１企業を対象としたプログラムの場合と同様、SSTの指導を担
当するスキルを有した支援者が自社にも地域にもいないことが課題として挙げられていたた
め、地域の支援者社員に本プログラムの内容を知ってもらい、これを地域のネットワークの中
で実践したいというニーズを引き出すためのワークショップ形式の研修と、引き出された支援
者社員のニーズをもとに構成した研修プログラムの実施という２段構えの研修を、複数企業に
対して実施することとした。
　研修終了後のアンケート、ヒアリング調査等によりその効果を確認したところ、本研修プロ
グラムに対しても、研修受講者の高い満足度とともに、研修内容の理解が図られ、かつ学習し
たことに基づいて自らの行動を変容させていることが確認できた。このことから本研修プログ
ラムについては、行動変容に至るまでの効果があったと考えられる。あわせて、本研修プログ
ラムについては、地域の支援力の向上や、支援者社員のネットワークづくりも、そのねらいの
１つであったが、研修の実施による事業所外のネットワークの形成の効果についての回答が得
られており、当初の研修ニーズを一定程度満たしていると考える。

（4） まとめ
　本調査研究で示したツール及び研修プログラムについては、事業主支援を有効に進めるため
の取組の１つであり、今後、実際の支援現場での活用を通じて、それぞれの実情に応じてカス
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マである「提案型事業主支援」に当たって、支援者は、課題の解決方策を提案する立場であっ
ても、常に事業主の視点に立って、共同で問題解決を図る姿勢を忘れてはならないとの指摘が
あったことも付記しておきたい。
　今後、障害者雇用における事業主支援の重要性が増してくると想定され、多様な事業主のニー
ズや課題への対応が求められる中で、調査研究成果が今後の事業主支援の一助となれば幸いで
ある。

７　関連する研究成果物
　・障害者雇用のためのサポートツール, 2022
　・障害者雇用のためのサポートツール　チェックポイント別　参考資料, 2022
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障害者雇用のためのサポートツール

[取組状況]

● 障害者の相談窓口（担当者）や困っていること等の対応

を検討する体制を社内に整えることが望まれます。

● 担当者が孤立したり、過度な負担を抱えることがないよ

う、社内の協力体制を整えておくことが大切です。

経営者は 

障害者雇用の方針を 

広く社内に 

示していますか 

障害者雇用が社内に 

理解されていますか 

上司や同僚は 

障害者への関わり方を 

理解していますか 

障害者雇用を 

サポートする

支援機関を

利用していますか 

社内の 

サポート体制は

ありますか

募集・採用の方法は 

決まっていますか 

職務内容、 

配置部署は 

決まっていますか 

取り組みやすいものから 

始めてみましょう 

障害者雇用のための取組 チェックポイント一覧 

● 既存の職務の中に障害者に合った仕事が見当たらない場合は、次のよう

な方法で既存の仕事の枠組みを見直し新たな職務を創出します。

(1) 仕事の手順や職場環境を改善する

(2) 複数の仕事の一部を切り出し、一人分の仕事として段階的に積み上げる

(3) 障害者の不得手な作業等の担当を見直し強みを生かす

[取組状況]

● 障害者専用の求人を公開し募集することができます。

● 障害者専用求人、一般の求人のいずれにおいても、募集

の対象から特定の障害種別の障害者を排除しないよう

にすることが求められます。

[取組状況]

● 障害者雇用をサポートする支援機関をご活用ください。

● 活用方法がわかりにくい場合は、地域障害者職業センターへご相談ください。

＊就労支援機関については、裏面をご覧ください。

[利用している支援機関]

● 障害者と一緒に働く上司や同僚が、障害者の障害特性や

必要な配慮事項を理解することは、仕事上の適切な配慮

の提供と職場の良好な関係構築につながります。

[取組状況]

● 障害者雇用について人事管理部門の担当者や配属先の

上司など特定の社員のみならず社内の幅広い社員に理

解され、一人一人が取り組む意識を持つことが大切です。

[取組状況]

● 経営者が障害者雇用に対する具体的な取組の方針を示すことは、障

害者雇用のあり方について社内のコンセンサスを得ることにつなが

ります。

[取組状況]
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ための 

サポートツー
ル 

  

このツールは、これから障害者雇用に取り組む事業主や既に取り組ん

でいる事業主に、障害者雇用を円滑に進めるためのヒントにしていただ

けるよう、障害者雇用のための取組チェックポイントをまとめたものです。 

事業主が主体となって障害者雇用に向けた取組を検討していただく

中で、地域障害者職業センターの障害者職業カウンセラー等の支援者と

相談しながら、このツールをご活用ください。 

チェックポイント別の詳細を説明した「障害者雇用のためのサポートツ

ール チェックポイント別参考資料」と併せてご活用ください。 

趣旨と使い方  

2022.3. 

就職を希望する障害者の求職登録を行い、専門職員が障害の種類・程度に応じた職業相談・紹介、職場定着指導等を 

 

 

https://www.jeed.go.jp/ 

。 

障害者雇用納付金の申告・申請の受付、障害者雇用に関する助成金の受付、障害者職業生活相談員資格認定講習 

障害者の雇用管理に関する相談や援助、専門家の派遣に関する相談、就労支援機器の紹介や貸出を行っています。 

※その他、自治体や民間法人が設置する地域の就労支援機関があります。 

就労支援機関についての詳細は、地域障害者職業センターにお尋ねください。 

https://www.jeed.go.jp/ 

障害者雇用について創意工夫を行い積極的に取り組んでいる企業の事例や、合理的配慮の提供に関する事例を 

障害者雇用を進めるにあたっての疑問や不安に対して、具体的な方策や関連情報をＱ＆Ａ形式で解説しています。 

障害者雇用に関するノウハウや雇用事例を、障害別にコミック形式でまとめたマニュアルです。 
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